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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】

　

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第63期
第２四半期
連結累計期間

第64期
第２四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 (百万円) 10,405 11,239 22,791
経常利益又は経常損失（△）　 (百万円) △546 423 △18
四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）　

(百万円) △394 228 △255

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △452 200 △263
純資産額 (百万円) 23,065 23,162 23,253
総資産額 (百万円) 35,761 35,708 36,025
１株当たり四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）　
　

(円) △10.82 6.28 △7.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 64.5 64.9 64.5
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 916 623 1,307

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △300 △51 △253

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △289 △289 △292

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,608 4,325 4,043
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回次
第63期
第２四半期
連結会計期間

第64期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日

自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失（△）　　

(円) △6.73 1.62

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第63期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４　第64期第２四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

５　第63期及び第63期第２四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」について

は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

２ 【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありま

せん。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。　

　

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況に

あるものの、サプライチェーンの立て直しなどにより、生産及び輸出を中心に持ち直しの動きが見ら

れます。しかしながら、電力供給の制約や原子力災害の影響に加え、欧州における財政危機等により

国際経済が停滞する中、円高及びデフレの長期化も懸念され、先行きの不透明感は払拭されないまま

推移いたしました。

当社グループが属する建設業界におきましては、設備投資は被災した設備の修復もあり下げ止ま

りを見せ、住宅建設は供給制約の解消などから、持ち直しの動きが見受けられました。しかしながら、

公共投資は、一部に緊急の震災復旧需要が見られたものの、依然として低調に推移しております。

このような環境の下、当社グループは受注の確保に注力し、工事及び加工において、質と生産性の

向上に取り組んでまいりました。また、東日本大震災の津波被害により操業停止に見舞われておりま

した仙台工場につきましては、早期の復旧を緊急重要課題とし対応を進め、４月中旬からの部分操業

を経て５月30日より通常操業を開始しております。なお、前連結会計年度に閉鎖いたしました旧福島

工場（福島県二本松市）の土地及び建物は、７月より収益に寄与できる形で、資産の有効活用を図っ

ております。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は112億39百万円（前年同四半期比8.0％

増）、連結営業利益は２億63百万円（前年同四半期は連結営業損失６億46百万円）、連結経常利益は

４億23百万円（前年同四半期は連結経常損失５億46百万円）、連結四半期純利益は２億28百万円

（前年同四半期は連結四半期純損失３億94百万円）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は357億８百万円となり、前連結会計年度末と比較して３億

16百万円の減少となりました。その主な要因は、現金及び預金が２億82百万円の増加、その他（投資

その他の資産）が４億２百万円の増加、土地が３億68百万円の減少、加えて在庫を抑えたことにより

建設資材が４億88百万円減少したことによるものであります。

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は125億46百万円となり、前連結会計年度末と比較して２

億26百万円の減少となりました。その主な要因は、支払手形及び買掛金が２億91百万円減少したこと

によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は231億62百万円となり、前連結会計年度末と比較して

90百万円の減少となりました。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ0.4ポイント上昇した64.9％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における区分毎のキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであり
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ます。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は６億23百万円の収入（前年同四半期は９億16百万円の

収入）となりました。主な増加項目はたな卸資産の減少額４億55百万円、税金等調整前四半期純利益

４億４百万円であり、主な減少項目は仕入債務の減少額２億91百万円であります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は51百万円の支出（前年同四半期は３億円の支出）とな

りました。主な減少項目は有形及び無形固定資産の取得による支出79百万円であります。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は２億89百万円の支出（前年同四半期は２億89百万円の

支出）となりました。主な減少項目は配当金の支払額２億89百万円であります。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度

末に比べ２億82百万円増加し、43億25百万円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。　

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において、特記すべき事項はありません。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、東日本大震災の本格的な復興に向けて補正予算による投資

が見込まれるものの、その開始時期及び計画規模が不明確な状況であり、それらの外部要因が経営成

績に大きな影響を与える可能性があります。当社グループは、リスク発生の回避を目的とした情報の

収集・分析及び対応に注力してまいります。　

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

市場の先行きは、補正予算による押し上げ効果が見込まれるものの、依然として低調に推移するこ

とが予想され、厳しい経営環境が続くと思われます。そのような環境下で当社グループは、会社の体

質を根本から強靭なものにし継続的企業を実現するために、安全の確保を第一とし、計画的な人材育

成、営業並びに生産拠点の見直し、工場設備の機械化、情報の共有化等により「経営資源の最適化」

及び「経営効率の改善」の推進に努力を続けてまいります。また、推し進めてまいりました賃貸価

格、運送価格などの改善は、適正価格には未だ達しておりません。引き続き適正利潤確保へむけた価

格改善に取り組んでまいります。

　

EDINET提出書類

丸藤シートパイル株式会社(E02616)

四半期報告書

 5/19



第３ 【提出会社の状況】

　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数（株）
普通株式 147,667,000
計 147,667,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,000,00040,000,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 40,000,00040,000,000－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年９月30日 － 40,000 － 3,626 － 5,205
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(6) 【大株主の状況】

　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三井物産スチール株式会社 東京都港区赤坂５丁目３－１ 4,927 12.31
住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18－24 2,144 5.36
明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 1,831 4.57
株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 1,707 4.26
新日本製鐵株式會社 東京都千代田区丸の内２丁目６－１ 1,657 4.14
三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町２丁目１－１ 1,651 4.12
日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,517 3.79
丸藤ビル株式会社 神奈川県横浜市西区南幸１丁目11－１ 1,042 2.60
株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 717 1.79
日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 674 1.68

計 － 17,868 44.67

(注)　１　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　674千株

２　当社の主要株主であった三井物産株式会社の保有する当社株式の全部が、平成23年７月20日付で三井物産ス

チール株式会社に譲渡され、三井物産スチール株式会社が主要株主になりました。　

３　上記のほか当社所有の自己株式3,564千株(8.91％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容
無議決権株式 － － －
議決権制限株式(自己株式等) － － －
議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,564,000
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

36,220,000
36,220 －

単元未満株式
普通株式

216,000
－ １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 40,000,000－ －
総株主の議決権 － 36,220 －

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式102株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
丸藤シートパイル株式会社

東京都中央区日本橋本町
１丁目６番５号

3,564,000－ 3,564,000 8.91

計 － 3,564,000－ 3,564,000 8.91

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４ 【経理の状況】

　

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月

１日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,043 4,325

受取手形及び売掛金 10,059 10,105

商品 153 167

建設資材 12,375 11,887

仕掛品 28 42

貯蔵品 51 55

その他 480 371

貸倒引当金 △336 △292

流動資産合計 26,855 26,662

固定資産

有形固定資産

土地 4,583 4,214

その他（純額） 1,887 1,732

有形固定資産合計 6,470 5,947

無形固定資産 29 25

投資その他の資産

その他（純額） 2,766 3,169

貸倒引当金 △98 △96

投資その他の資産合計 2,668 3,073

固定資産合計 9,169 9,045

資産合計 36,025 35,708

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,199 5,908

短期借入金 5,180 5,180

未払法人税等 31 96

引当金 256 213

その他 668 705

流動負債合計 12,336 12,103

固定負債

引当金 188 183

その他 247 258

固定負債合計 435 442

負債合計 12,772 12,546
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,626 3,626

資本剰余金 5,205 5,205

利益剰余金 15,210 15,148

自己株式 △796 △796

株主資本合計 23,245 23,183

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7 △20

その他の包括利益累計額合計 7 △20

純資産合計 23,253 23,162

負債純資産合計 36,025 35,708
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 10,405 11,239

売上原価 8,856 8,961

売上総利益 1,549 2,277

販売費及び一般管理費

報酬及び給料手当 914 866

賞与引当金繰入額 126 122

退職給付費用 121 115

その他 1,033 910

販売費及び一般管理費合計 2,196 2,014

営業利益又は営業損失（△） △646 263

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 7 7

貸倒引当金戻入額 － 44

受取地代家賃 61 76

投資有価証券割当益 32 －

その他 32 78

営業外収益合計 135 209

営業外費用

支払利息 22 21

不動産賃貸費用 5 11

その他 7 16

営業外費用合計 35 49

経常利益又は経常損失（△） △546 423

特別利益

固定資産売却益 16 0

貸倒引当金戻入額 109 －

特別利益合計 126 0

特別損失

固定資産売却損 1 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8 －

減損損失 115 －

事務所移転費用 43 －

災害による損失 － 18

その他 0 0

特別損失合計 170 19

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△591 404

法人税、住民税及び事業税 14 81

法人税等還付税額 － △34

法人税等調整額 △210 128

法人税等合計 △196 175

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△394 228

四半期純利益又は四半期純損失（△） △394 228
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△394 228

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △57 △27

その他の包括利益合計 △57 △27

四半期包括利益 △452 200

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △452 200
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△591 404

減価償却費 218 194

減損損失 115 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8 －

引当金の増減額（△は減少） △227 △93

有形固定資産売却損益（△は益） △13 0

投資有価証券割当益 △32 －

受取利息及び受取配当金 △9 △9

支払利息 22 21

移転費用 43 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,986 △45

たな卸資産の増減額（△は増加） 871 455

仕入債務の増減額（△は減少） △1,917 △291

その他 △457 △3

小計 1,017 632

利息及び配当金の受取額 12 12

利息の支払額 △23 △21

移転費用の支払額 △3 △19

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △87 20

営業活動によるキャッシュ・フロー 916 623

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △275 △79

有形固定資産の売却による収入 18 5

その他 △43 22

投資活動によるキャッシュ・フロー △300 △51

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △289 △289

財務活動によるキャッシュ・フロー △289 △289

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 326 282

現金及び現金同等物の期首残高 3,281 4,043

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,608 4,325
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。

　

【追加情報】
　

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日）

　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高

と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係（平成22年９月30日現在）

　

　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高

と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係（平成23年９月30日現在）

　

現金及び預金 3,608百万円

現金及び現金同等物 3,608百万円
　

現金及び預金 4,325百万円

現金及び現金同等物 4,325百万円
　

　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日)

　

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資　
配当金の総額
(百万円)　

１株当たり
配当額(円) 　

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会　

普通株式 利益剰余金 291 8.00 平成22年３月31日平成22年６月28日

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日)

　

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資　
配当金の総額
(百万円)　

１株当たり
配当額(円) 　

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会　

普通株式 利益剰余金 291 8.00 平成23年３月31日平成23年６月30日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日)

　当社及び連結子会社の事業は、建設基礎工事用鋼製重仮設資材等の販売、賃貸及び資材提供に附

随する工事、加工、運送等であり、建設現場において使用する資材に関連して一体となって提供す

るものであります。その性質、市場の類似性を考慮すると単一セグメントであるため、記載は省略

しております。　

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）    △10円82銭     ６円28銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益又は四半期純損失（△）(百万円) △394 228

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―　 ―　

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）(百万円)
△394 228

普通株式の期中平均株式数(千株) 36,442 36,435

(注)　１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

平成23年11月４日

丸藤シートパイル株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 鈴　　木　　欽　　哉　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 髙　　橋　　正　　伸　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸
藤シートパイル株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連
結会計期間(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月
１日から平成23年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連
結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半
期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し
て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して
実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて
限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸藤シートパイル株式会社及び連結
子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営
成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお
いて認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
　

以　上
　

　
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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